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臨時福祉給付金事業 いきいき高齢・福祉課

地域福祉の推進

消費税の引上げに際し、低所得の住民に与える負担の影響に鑑み、低所得の住民に対する適切な
配慮を行うため、暫定的・臨時的な措置として給付金を支給すると共に、関係機関に制度周知を図
る。

臨時福祉給付金（簡素な給付措置）は平成２７年度の６，０００円（措置期間：１年分）から平成２８年
度は３，０００円（措置期間：半年分）に給付内容が変わったことにより、申請者及び支給人数が減と
なった。
なお、平成２８年度は３つの臨時福祉給付金を支給した。
①平成２８年度臨時福祉給付金（簡素な給付措置）１４，２３３人
②年金生活者等支援臨時福祉給付金（高齢者向け）９，３００人
③年金生活者等支援臨時福祉給付金（障害・遺族基礎年金受給者向け）５４０人

臨時福祉給付金（経済対策分）を適正に速やかな給付を実施する。
臨時福祉給付金（経済対策分）は、低所得者の消費税引上げによる影響を緩和し、経済対策分の
一環として、社会全体の所得の底上げに寄与するとともに、低所得者の安心感を確保するため、平
成２９年４月から平成３１年９月までの２年半分として１万５千円を一括して支給する給付金。

事業の概要

指標の推移

事業の評価

臨時福祉給付金について、広報・ＨＰ・案内チラシ・公共施設の案内ポスター掲示等により制度の
周知案内をした。
申請者に対し、速やかに審査を行い、支給・不支給決定をした。
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